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〔
告

示
〕

〇
日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る
件

（
法
務
一
一
五
）

〇
債
務
救
済
措
置
（
債
務
支
払
猶
予
方
式
）

に
関
す
る
日
本
国
政
府
と
フ
ィ
ジ
ー
共
和

国
政
府
と
の
間
の
書
簡
の
交
換
に
関
す
る

件
（
外
務
二
三
八
）

〇
債
務
救
済
措
置
（
債
務
支
払
猶
予
方
式
）

に
関
す
る
日
本
国
政
府
と
イ
エ
メ
ン
共
和

国
政
府
と
の
間
の
二
の
書
簡
の
交
換
に
関

す
る
件
（
同
二
三
九
）

〇
重
要
施
設
の
周
辺
地
域
の
上
空
に
お
け
る

小
型
無
人
機
等
の
飛
行
の
禁
止
に
関
す
る

法
律
第
五
条
第
一
項
、
第
二
項
及
び
第
三

項
の
規
定
に
基
づ
き
対
象
施
設
の
敷
地
等

を
指
定
す
る
件
（
同
二
四
〇
）

〇
障
害
者
の
雇
用
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律

の
規
定
に
よ
る
在
宅
就
業
支
援
団
体
が
在

宅
就
業
障
害
者
に
係
る
業
務
を
行
う
事
業

所
の
所
在
地
を
変
更
し
た
件

（
厚
生
労
働
一
八
八
）

〇
組
換
え
Ｄ
Ｎ
Ａ
技
術
応
用
食
品
及
び
添
加

物
の
安
全
性
審
査
の
手
続
を
経
た
物
の
公

表
を
行
う
件
（
同
一
八
九
）

〇
農
薬
を
登
録
し
た
件

（
農
林
水
産
五
九
〇
、
五
九
一
）

〇
農
薬
の
登
録
が
失
効
し
た
件（
同
五
九
二
）

〇
高
速
自
動
車
国
道
に
関
す
る
件

（
国
土
交
通
五
二
六
）

〇
建
築
基
準
法
の
規
定
に
基
づ
く
指
定
確
認

検
査
機
関
の
住
所
等
を
変
更
す
る
件

（
関
東
地
方
整
備
局
一
三
七
）

〔
国
会
事
項
〕

〔
人
事
異
動
〕

内
閣

〔
皇
室
事
項
〕

〔
官
庁
報
告
〕

法

務

公
証
人
任
免

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁有

権
者
申
出
方
関
係

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
除
権
決
定
、

破
産
、
免
責
、
特
別
清
算
、
再
生
関
係

特
殊
法
人
等

会
計
検
査
院
共
済
組
合
定
款
の
一
部
変
更

関
係

会
社
そ
の
他


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